平成22年第３回奥多摩町議会定例会決算特別委員会会議録
１　平成22年９月13日午前10時20分、第３回奥多摩町議会定例会決算特別委員会が奥多摩町議会議場に招集された。

２　出席議員は次のとおりである。

　　　　第１番　師岡　伸公君　　第２番　酒井　正利君　　第３番　原島　伸行君

　　　　第４番　須崎　　眞君　　第５番　増田ひさ子君　　第６番　竹内　和男君

　　　　第７番　小澤　春義君　　第８番　鈴木　賢一君　　第９番　清水　典子君

第10番　澤本　　章君　　第11番　師岡　　智君　　第12番　前田　悦男君

第13番　小林　　勤君　　第14番　島崎　利雄君
３　欠席議員は次のとおりである。

　　　　な　し

４　会議事件は次のとおりである。

　　　　別紙本日の『議事日程表』のとおり

５　職務のため出席した者は次のとおりである。

　　　　議会事務局長　大野　　尚君　　議会係長　浅見　隆久君

６　地方自治法第121条の規定による出席説明員は、次のとおりである。

　　　　町　　　　　長　河村　文夫君　　副　 町 　長　村木　義雄君

　　　　教育長　栃元　　誠君　　企画財政課長　加藤　一美君

　　　　企画財政課主幹　清水　信行君　　総務課長　原島　　肇君
　　　　住　民　課　長　浜野　武雄君　　福祉保健課長　若菜　伸一君
　　　　観光産業課長　加藤　博士君　　地域整備課長　宮田　昭治君

　　　　教育課長　井上　永一君　　会計管理者　清水　　明君
　　　　病院事務長　川村　文雄君
　　　　

平成22年第３回奥多摩町議会定例会
決算特別委員会議事日程[第１日]
平成２２年 ９月１３日
午前10時20分開会・開議

	日程
	議案番号
	議　　　案　　　名
	結　果

	１
	――
	委員長開議宣告
	――

	２
	――
	会期の決定について
	決　　定

	３
	――
	町長あいさつ
	――

	４
	認定第１号
	平成21年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について
	

	５
	認定第２号
	平成21年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	６
	認定第３号
	平成21年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	７
	認定第４号
	平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	８
	認定第５号
	平成21年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	９
	認定第６号
	平成21年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	10
	認定第７号
	平成21年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	11
	認定第８号
	平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について
	

	12
	認定第９号
	平成21年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について
	

	13
	認定第10号
	平成21年度奥多摩町水道事業会計決算の認定について
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後１時50分　散会）
　午前10時20分　開議

○委員長（須崎　　眞君）　これより決算特別委員会を開会・開議します。

　直ちに会議を開きます。

　初めに、日程第２　会期の決定についてを議題とします。

　本特別委員会の運営につきましては、去る９月７日、本会議第１日で決定のとおり、本日及び９月15日の２日間としたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（須崎　　眞君）　ご異議なしと認めます。よって、本委員会の日程につきましては、本日及び９月15日の２日間とすることに決定しました。

　委員会条例並びに会議規則の規定に基づき、合理的かつ能率的な審査ができますよう、委員並びに説明者各位のご協力をお願いします。

　なお、本日の日程はお手元に配付のとおりであります。

　次に、町長よりあいさつがあります。河村町長。

○町長（河村　文夫君）　改めまして、おはようございます。９月７日開会いたしました平成22年第３回奥多摩町議会定例会第１日目の本会議に、平成21年度一般会計、特別会計、企業会計、計10会計の決算認定案件を提出いたしました。この決算については、滝島勇一代表監査委員からの「決算審査報告並びに財政健全化に関する審査報告」をいただいた後、決算特別委員会が設置され、本日からご審議をいただくことになりました。

　この各会計決算は、滝島勇一代表監査委員、議会選出小澤春義監査委員の会計監査を、各課長、係長出席のもと、４日間にわたり実施され、事務事業の事情聴取及びご指導をいただいたところでございます。

　その結果につきましては、平成22年８月27日付で、奥多摩町代表監査委員滝島勇一氏名をもって「平成21年度奥多摩町一般会計、特別会計及び基金運用状況並びに公営企業会計の決算」について報告をいただいたところでございます。

報告の結果につきましては、第１日目に滝島勇一代表監査委員からの決算報告のとおりであります。内容全文につきましては、お手元に配付いたしました写しのとおりでありますので、ご参照をお願い申し上げます。

また、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づく、平成21年度分財政の健全化に関する審査報告についても、８月27日付をもっていただき、報告第２号及び報告第３号として第１日目に報告をさせていただいたとおりであります。

また、各会計に対する審査意見につきましては、今後、検討を行い、事務事業の予算執行及び新年度予算編成に生かしていきたいと考えております。

　本日から決算特別委員会の審査が行われますが、委員皆様の審査を得て、決算の認定をいただきますようお願い申し上げまして、決算特別委員会の開会のごあいさつとさせていただきます。

○委員長（須崎　　眞君）　町長のあいさつは終わりました。

　これより審査に入ります。

　議題につきましては、去る９月７日開会の平成22年第３回定例町議会第１日に、決算特別委員会に審査が付託された、日程第４　認定第１号　平成21年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について、日程第５　認定第２号　平成21年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第６　認定第３号　平成21年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第７　認定第４号　平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第８　認定第５号　平成21年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第９　認定第６号　平成21年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第10　認定第７号　平成21年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第11　認定第８号　平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について、日程第12　認定第９号　平成21年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について、日程第13　認定第10号　平成21年度奥多摩町水道事業会計決算の認定について、以上10件であります。

　総括的な説明は本会議において付託前に行われておりますが、本日は認定第１号から認定第10号までの主な内容を、副町長より説明を求めます。村木副町長。

○副町長（村木　義雄君）　ただいまから認定第１号から認定第10号までの一般会計、特別会計、企業会計決算について説明申し上げます。

　本件につきましては去る９月７日、本会議上程に際し、会計管理者より総括的に説明申し上げていますので、各会計の決算内容について簡潔に説明をさせていただきます。

　初めに、認定第１号　平成21年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます

　平成21年度国の予算は、前年度比6.6％増の88兆5,480億円で、「生活防衛のための大胆な実行予算」と位置づけ、ポイントを、世界的な経済金融危機にあって、国民生活と日本経済を守るための政策として、派遣労働者の雇用・生活の不安解消等の雇用対策、医師確保・患者たらい回しの廃絶へ向けた救急医療対策、子どもを産む出産支援、国民の生命財産を守るための防災対策、地域の活性化支援、食糧自給力の向上等を図る地域の底力の発揮、将来の成長の基となる研究開発等の成長力の強化、現下の経済情勢に対する経済緊急対策予備費、金融機能強化法に基づく資本参加枠拡大、銀行等保有株式取得機構の活用・強化等の施策を最優先として、重要課題推進枠を重点配分したものでありました。

一方、東京都の平成21年度一般会計予算は「日本経済が危機に直面する中にあって、短期・中長期両面から、都政が今日なすべき役割を確実に果たすことによって、都民へ安心をもたらし、希望を指し示す予算」と位置づけ、前年度比3.8％減の６兆5,980億円と５年ぶりの減額予算となりました。

景気が低迷する厳しい行財政環境の中、国・東京都の財政に依存する当町にありましては、社会経済情勢の急激な変化を踏まえた的確な財政収支の見通しの上に立ち、町民に密接した重点施策を推進し、第４期長期総合計画「人・森林（もり）・ふれあい三重奏～森世紀ふるさとづくりおくたま～」の実現を目指して、生活の豊かさや利便性の向上に努めるとともに、真の住民参加のまちづくりを協働して進めることを基本として、事務事業の整理合理化・組織の効率化・定員管理の適正化など、行財政全般にわたる改革を実施し、簡素で効率的な行財政運営を推進しつつ、計画実現のために限られた財源を重点的かつ効率的に配分して、住民の必要とする事務事業の執行を行ってきました。その結果、当初で予算化した事務事業が執行できたものと考えております。

なお、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、財政健全化について監査委員の審査をお願いし、今議会初日に報告させていただいたとおりでありますが、財政状況を判断するための財政指標「一般会計等の実質赤字比率」、「一般会計・特別会計・企業会計を含めた連結実質赤字比率」、「公債費の元利償還金の水準の指標である実質公債費比率」、「起債等の償還に伴う将来負担比率」、「公営企業等の資金不足比率」について、いずれも早期健全化基準以下であります。

また、従来からの主要な財政分析の指標でありますが、財政構造の弾力性をあらわす経常収支比率は79.6％で、前年度比4.5ポイントの減となりました。これは収入において地方交付税や財産収入が増額となり、公債費、補助費、人件費等の経常的な支出が減額となったためであります。

公債費比率9.7％、3.6ポイント減、起債制限比率11.3％、2.9ポイント減であります。また、平成21年度における実質公債費比率の３カ年平均は15.7％であり、この数値が18％を超えていたため、起債が許可制となっていましたが、今後、協議制に移行します。しかし、今後も下水道整備による起債借入れが長期的に予定されているため、他の事業については、できるだけ借入れを抑える必要があります。

これらの財政指標は、今後、町税の落ち込み等がさらに予測される中にあって、厳しい財政運営を続けなければならないものと考えられます。このため、さらなる行政改革等に取り組み、財政の健全化を図り、第４期長期総合計画の実現のため、さらに努力を重ねてまいりたいと考えております。

歳入歳出決算額、歳入歳出の増減額、性質別分析等につきましては、提案説明及び代表監査委員からの報告がありましたので、ご理解をお願いいたします。

なお、各所管の事務事業の主要な施策及びその成果につきましては、配付してあります「平成21年度事務報告書」に詳細に記述してありますので、ご参照いただきたいと存じます。

次に、認定第２号　平成21年度奥多摩町都民の森管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計につきましては、引き続き東京都の指定管理者として東京都からの委託金と利用料金で運営を行いました。

施設は、平成５年７月から専門指導員、森林インストラクターを配置し、日常的に造林や下刈り、枝打ち、間伐等の各種森林作業や山村の生活体験、自然観察等を年間を通して体験でき、宿泊や研修もできる施設として東京都の設置した施設であります。

平成21年度の利用者は、宿泊者数1,514人で、対前年度比3.8％の増となりましたが、東京都全区市町村が主催した「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」の、みどり体験交流事業を受託し、２回にわたり延べ55名の都内小学生に体験型の環境教育を実施しました。延べ利用者数は、天候不順等による観光客の減少の影響により１万1,634人で、対前年度比9.9％の減となりました。

森林の持つ公益的機能がますます重要となる中で、貴重な体験学習施設であり、利用の促進・拡大に努力していきたいと考えております。

次に、認定第３号　平成21年度奥多摩町山のふるさと村管理運営事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計につきましても、東京都の指定管理者として東京都からの委託金と利用料金で運営を行いました。

平成２年度より順次オープンし、平成６年度全面オープンした施設で、奥多摩の豊かな自然に親しんでもらうため、ビジターセンター、散策路、広場、駐車場、キャンプ場、キャンプ場サービスセンター、ケビン10棟、クラフトセンター等の施設整備が図られています。

山のふるさと村への入園者数は、天候不順等に伴い13万8,866人で、対前年度比10.8％の減となりました。また、冬季のケビン改修等により、利用料金収入は1,841万5,400円で、対前年度比4.2％の減となりました。自然への理解を深め、都民の貴重な自然の保護と回復を図るためのＰＲ施設であり、さらに来園者の拡大に努力していきたいと考えています。

次に、認定第４号　平成21年度奥多摩町国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

国民健康保険事業の平均被保険者数は、前年度の1,927人から、平成21年度は1,890人に、37名、1.9％減少しましたが、年間の保険給付費は11.3％の増となりました。

本特別会計につきましては、国庫支出金、被保険者の保険税で運営することが原則でありますが、引き続き一般会計からの繰入金を行わなければ運営できない状況であります。

１人当たりの医療費が増加傾向にあるため、被保険者証の一斉更新時に、全被保険者に低価格の後発医薬品であるジェネリック医薬品希望カードを配布するとともに、医療保険者に義務付けられた特定健康診査・特定保健指導の受診率の向上に努めるなど、保健事業の拡充による疾病の予防、健康に対する意識の高揚を図り、医療費の抑制に努めました。

次に、認定第５号　平成21年度奥多摩町老人保健特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計は、平成20年度から新たに原則75歳以上の後期高齢者の医療制度に移行したため、平成20年３月診療分までの医療費について２年間の請求時効に伴い存続してある特別会計であります。

平成21年度は、老人保健制度の最終月となる平成20年３月診療分までの請求遅れ分医療費、及び平成21年度中に再審査等により支払いが決定した医療費を支給しました。

次に、認定第６号　平成21年度奥多摩町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

我が国の医療制度は、国民がいずれかの公的医療保険に加入し、保険料を納め、医療機関で一定の自己負担で必要な医療を受けることができる国民皆保険制度を採用し、世界最高水準の平均寿命や高い保健医療水準を実現してきましたが、今後は高齢者医療費を中心に医療費の大幅な増加が見込まれ、将来にわたり持続可能な医療保険制度の堅持が大きな課題となる中、平成18年６月、医療制度改革関連法が成立し、生活習慣病、医療提供体制、医療保険制度に関する改革を総合的かつ一体的に進めることとなり、少子高齢社会にふさわしい新たな医療制度として「高齢者の医療の確保に関する法律」に基づく後期高齢者医療制度が創設されました。

制度は、安定した制度運営及び事務を共同処理することで効率的運営を図るため、都道府県単位にすべての区市町村が構成団体となって広域連合を設立し、運営主体となることが法で規定され、東京都では「東京都後期高齢者医療広域連合」を平成19年３月に設立し、平成20年４月から運営を行っています。

被保険者は原則75歳以上の方で、個人単位で被保険者となり、平成20年４月１日、制度開始時の町の被保険者数は1,397人でありましたが、平成22年４月１日現在1,387人となっています。

保険の運営は、患者の原則１割の自己負担を除き公費約５割、現役世代からの支援約４割、被保険者の保険料約１割で行われ、保険料は被保険者の収入に応じて負担する応能分と、被保険者全員が均等に負担する応益分で構成され、公平に負担することになります。

低所得者に対する軽減として、均等割を、当初７割軽減としていたものを8.5割軽減への拡充を制度化、さらに９割軽減を創設しました。

次に、認定第７号　平成21年度奥多摩町介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

本会計は、制度が発足し第４期事業運営期間の初年度として運営しました。年度末の第１号被保険者数は2,210人となり、75歳以上の後期高齢者がさらに前期高齢者を上回り、一段と高齢化が進んでいる状況となっています。

保険給付費は前年度に比較し、居宅サービス、施設サービスともに利用者数の増で、前年度と総支給額を比較すると6.7％の増額となりました。

低所得者の利用者負担軽減制度については、平成18年度から町の独自事業として居宅における介護予防サービス、配食サービス、介護保険地域支援事業利用者に対して利用者負担の一部の助成及び認知症高齢者グループホーム食費・居住費の利用者負担助成に加え、平成21年度から人工透析時の保険外院内介助利用者負担の一部助成を実施しました。

認定審査会は年間を通して毎月２回開催し、494件の認定を行いました。

保険料については、６段階から９段階とし、被保険者の負担能力に応じたきめ細かな段階数及び保険料率としました。

被保険者を所得段階別に見ますと、年度末で第１段階から第４段階の合計が63.6％、第５段階から第９段階の合計は36.4％で、低所得の被保険者が多い傾向は前年度と同様であります。

次に、認定第８号　平成21年度奥多摩町下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について説明申し上げます。

下水道事業は膨大な資金と長い年月を要する事業であり、財政基盤の脆弱な当町にあっては、財政フレームに基づく計画的な整備が必要であります。このため、地域再生法に基づく地域再生計画の認定を受け、汚水処理施設整備交付金の交付により公共下水道及び市町村設置型浄化槽整備が計画的に図られています。

小河内地区については、平成10年度より供用開始し、水洗化率も99.3％に達しています。氷川・古里地区を含む奥多摩処理区の事業につきましては、平成18年度より川井地区から排水管布設工事を実施し、平成21年度は棚沢地区の排水管布設工事及び小丹波西地区にマンホールポンプ等を設置しました。

多摩川上流流域下水道事業で実施した青梅市沢井から丹縄地区までの排水管布設が完了したことから、平成21年７月より川井・小丹波地区の一部で供用を開始し、水洗化率26.3％となりました。

市町村設置型浄化槽整備事業については、橋詰地区ほかに12基の合併処理浄化槽が設置でき、全体では241基となりました。

次に、認定第９号　平成21年度奥多摩町国民健康保険病院事業会計決算の認定について説明申し上げます。

平成21年度の病院事業では、医療機器面でＣＴ診断装置のデジタル画像伝送システム化の整備を行い、高度専門医療機関との医療連携を実施することができました。備品購入では骨塩量測定装置、全自動散剤分包機等の購入整備を行い、医療及び患者サービスの充実を図りました。また、新型インフルエンザ等による感染症対策として、感染症対策診察室整備工事及び屋外用組立式陰圧テント１張と感染予防簡易陰圧装置２台等の整備を行いました。

１日の平均入院患者数は22.6人で、前年度より1.2人の減。１日平均外来患者数は56.1人で前年度より1.2人の増となりました。外来患者数が増となった理由につきましては、常勤医師による安定した医療サービスが確保できたことと考えられます。

このような中、今後も医療圏人口の減少や多数の診療科のある総合病院への高度医療志向により、患者数は減少するものと考えられますが、病院経営の健全化を実現するため、公立病院改革プランに沿った経営の効率化、再編ネットワーク化、経営形態の見直しを着実に実施し、さらにより一層サービスの充実を図り、住民の期待と信頼に応えられる病院として引き続き努力してまいります。

次に、認定第10号　平成21年度奥多摩町水道事業会計決算の認定について説明申し上げます。

平成21年５月13日に「東京都の水道事業に奥多摩町の水道を統合することに関する基本協定」を締結し、平成22年４月１日から都営水道の一元化の実現が確定し、一元化に伴う準備作業を中心に取り組みを行いました。そのため、施設整備等につきましては必要最小限とし、町単独施設改良事業において棚沢水源進入防止柵設置工事のみ施工しました。

事業収益面においては、有収水量が前年度比1.8％減少しており、水道料金は収入全体の81.6％にとどまり、経営は依然として一般会計からの補助金に依存していた状況であります。平成21年度においては、１立方メートルあたりの給水原価は約242円、供給単価は約233円となり、この差額約９円の赤字が発生していた状況でありました。給水収益においては、水道事業最終年度のため、通常翌年度収入となる水道使用料も年度内収入に組み入れたため、１億6,480万6,000円と増収していますが、都営水道一元化推進費で測量調査等の支出が3,598万円となり、支出も例年より増加していました。

本会計については、平成22年３月31日をもって、すべて東京都へ引き継ぎました。

以上で、認定第１号から認定第10号までの一般会計、特別会計、企業会計の全10会計につきまして、決算認定に伴う事業実施状況の説明を申し上げました。

審査にあたり細部のご質問につきましては、それぞれの所管課長からお答えを申し上げます。慎重なご審議を賜りまして、ご認定をいただきますようお願い申し上げます。

○委員長（須崎　　眞君）　以上で本特別委員会に付託された全議案の説明は終わりました。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで暫時休憩にしたいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（須崎　　眞君）　ご異議なしと認めます。よって、午前11時15分から再開いたします。

午前10時55分　休憩

午前11時15分　再開

○委員長（須崎　　眞君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　これより質疑を行います。

　なお、質問される各委員にお願いします。説明者が質問内容を十分理解できるよう、１回の質問に対し３項目までとし、答弁漏れ等のないようにご協力をお願いします。

　また、質問するページを示していただけますよう合わせてお願いします。

　これより質疑を行います。初めに、日程第４　認定第１号　平成21年度奥多摩町一般会計歳入歳出決算の認定について質疑を行います。歳入については一括して行います。質疑のある委員は挙手願います。12番前田委員。

○12番（前田　悦男君）　10ページの自動車取得税交付金についてお尋ねします。

　これは、旧法による自動車税の交付金から新しく変わったと思うんですけど、内容的にどのような形で変わったのか。そして、この金額が当初の予算より大分この決算で減少してますけれども、この法律が変わったことによる影響なのか。それと、今年度の予算についても、金額的に大分減っておりますので、そことの関係をお願いします。

　それから、12ページの簡易給水施設使用料、各地区でございます。これ、都営一元化との関係といいますか、これはどういうような取り扱いになるのか。それで、今後の見通しといいますか、それをお尋ねします。

　以上、２点です。

○委員長（須崎　　眞君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　前田委員のご質問にお答えいたします。

　まず、自動車取得税交付金ですけれども、これは、前にご説明いたしましたけれども、平成21年度から道路特定財源、今まで担っていましたけれども、一般財源化になった交付金でございます。これは、課税取得に95％を乗じた額の10分の７が市町村に交付されます。交付の基準につきましては、市町村の道路の延長と道路面積ということで、道路台帳が基本になります。

　それと、ここで減額になった理由でございますけれども、やはり景気の動向に左右されているかなというところがございます。これのまたエコカー減税がこれにまつわって今、政策として実施をしてきましたけれども、エコカー減税による市町村の減収分につきましては、特例交付金の方で措置がされているということでございます。

　それと、簡易給水施設ですけれども、現在、５簡水、安寺沢、農指、峰、奥、それと栃寄ですね、５簡水が給水区域外ということで都営一元にされずに残っております。しかしながら、この５簡水につきましては、それぞれの集落で人口も減少している状況にありますけれども、町としましては、同じような都営のサービスが受けられるよう、今年度に調査の委託を出しまして、まとめをつくって、今後、東京都の水道局の方に交渉してまいりたいというふうに考えております。

　また、使用料につきましては、一般の上水道とは違って低額な蛇口、一つ当たり300円というような基準で徴収をさせていただいています。また、徴収した金額に見合った、町のほうで５簡水の委託につきましては、業者の方に委託をしまして、水による病気等の発生は防げるように努めております。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑ありませんか。14番島崎　利雄委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、８ページの町民税、法人税、固定資産税、大きな数字が未収金になったり、不納欠損も大きな数字が出ています。そういう点で、町民税のたばこ税も出ていますが、これらの、非常に職員の皆さん苦労されて滞納整理などに足を運んでいるようですが、その苦労も含めてどういう現象なのかということです。

　もう一つの要望は、既にもう９月に入っているわけですね。ですから３月で決算、当然閉めてこの結果が出たわけですが、それ以後の克服をしているわけでしょうから、そのデータがあれば、できれば我々にも資料として出してもらえないのかどうか。それでないと、こんなに大きな、まあ前年も同じような数字が並んでいるんですが、滞納があるという点ではびっくり仰天というような感じもしますので、是非その資料も出せるものなら出してほしいということであります。

○委員長（須崎　　眞君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　島崎委員のご質問にお答えいたします。

　最初に、８月末現在の平成21年度の未収金の関係なんですが、お手元に「平成21年度末現在未収金一覧表」ということで資料を提出させていただいておりますので、そちらを見ていただきたいと思います。では、そちらからご説明させていただきます。

　町税についてなんですが、一番上の欄のところにございます。右から２行目の平成21年度末累計ということで、金額が1,957万6,468円、159人で1,012件ということでございます。８月末での繰越金の収入済件数、金額は、本年は、その右を見ていただけば、142件、352万6,231円、８月末で収納していると、徴収しているということでございます。昨年はこの時点で73件、143万1,148円収納したということでございます。滞納繰越金の徴収率は18.1％で、昨年がこの時点で7.8％ということで、この時期に10.5％徴収率をアップさせております。その点をご理解いただきたいと思います。

　１点目の町税の滞納が増えているとご指摘をいただいております。おっしゃるとおり、徴収率で前年より0.2％低下しております。町税全体で97.5％、前年比0.2％低下ということでございます。２年連続0.2％低下させてしまったということでございます。この原因ということで分析しているんですが、平成19年度に税源移譲が行われまして、税率が住民税が10％のフラット化と、あと定率減税が廃止となりましたことから、個人住民税の課税額が大きく平成19年度は伸びました。その関係で、平成19年度の個人町民税の収納率が大きく落ち込みまして、その後平成20年、21年度については、また景気の大幅な下落により個人の所得が低下しております。収納率もその影響を大きく受けまして、平成18年度以前の収納率まで後退しております。税務課の目標である毎年0.1％収納率を上げていくということで目標を立てておるんですが、２年連続達成できなかったということでございます。

　ただ、前年の滞納繰越分については、16.3％から2.4％アップの18.7％ということで徴収率を上げております。これも担当職員の努力であります。先ほども申しましたように、現時点での滞納繰越分の徴収率は、昨年より大幅に向上させております。その点、ご理解いただきたいと思います。

　町民税については翌年度課税ということで、所得税と若干違いまして前年の所得に課税させていただいているということで、２年連続町民の方の所得が落ちております。これは、先ほども申しましたように、一昨年来の世界不況による個人所得の低下ということでございますが、その点で翌年度課税というのはやはり負担感が増してくるということでございます。

　ちなみに、奥多摩町の１人当たりの納税義務者の所得割額、所得に対して課税させていただいている町民税が、平成19年度は10万7,000円、平成20年度は10万9,000円、若干2,000円増えております。平成21年度については10万4,000円、5,000円下がっております。平成22年度についても、さらに5,000円下がって９万9,000円という１人当たりの納税義務者の所得割額となっております。年々、ここ下がってくるということでございます。

　不納欠損額も、町税については359万3,649円ということで不納欠損させていただいております。これについては、法定により不納欠損させていただいているんですが、即時消滅、地方税法第15条の７第５項による消滅なんですが、２名、28件、169万3,235円、これは町民税、固定資産税でございます。それから時効消滅、18条なんですが、５年経過したということで、12名の方で50件、190万414円ということになっております。

　平成19年度までは、やはり不納欠損も減少してきたんですが、平成20年、21年度で増加となっております。平成21年度では425万6,749円、これは国保と町税の合計でございます。対前年度比較で33万248円の増額となっております。件数と人数は26件、５名の減少ではありますが、そのような金額となっております。以上でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑はありませんか。14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　今の数字では理解できる部分があるんですが、前年と比較した場合、件数で見ますと、数字もありますが、平成20年度が73件、平成21年度の方が142件と。余りそういう意味では件数が減少していないというのが平成21年度の決算で明らかと思います。

　それから、この質問もしました、固定資産税もやはり大きな確かマイナスが出ておると思います。この未収を含めて、その点がどういう状況なのかという根拠を教えていただきたい。

　それから、たばこ税、これは一般的には吸う方が少なくなったということでしょうけども、人数等を含めて教えていただけたらというふうに思います。以上。

○委員長（須崎　　眞君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　島崎委員のご質問でございますが、たばこ税なんですが、未収集金はたばこ税はございません。よろしでしょうか。

　固定資産税については、倒産だとかそういう形で大きく滞納されているという方がおられます。それでかなり押し上げているということでございます。金額的には、その方は親族も含めますと380万円ぐらいの金額となっております。その方で大分押し上げているということでございます。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑はありませんか。14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　法人税も教えてください。

　それから、たしか私の言葉、たばこ税、たしか未収はないけれども、減額をしているでしょう、約200万円、この資料でもね。ですから、その主な原因ということで教えていただきたいと。

○委員長（須崎　　眞君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　まず、法人町民税については、やはり倒産されていて未収になっている法人が２件、９万6,000円不納欠損させていただいています。それから、未収金については２件、これは１社なんですが、均等割の13万円が２年分。ここも事実上、倒産しております。

　それからたばこ税の収入なんですが、平成15年と平成18年度に税率が引きあがっております。そのときも、平成16年度については0.1％税収が上がっているんですが、その後、平成17年、18年と下がりまして、平成18年度の税率改正のときも平成19年度に実際影響が出てくるかと思ったんですが、2.5％やはりマイナスとなっております。平成20年度についても10％という形で、年々喫煙者が減っているという形で減っているということです。平成20年度については10％ということで、だいぶ下がったんですが、この原因はタスポ等の導入でそれが影響しているんじゃないかと分析しております。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑はありませんか。11番師岡　　智委員。

○11番（師岡　　智君）　２、３点ちょっとお伺いします。数字のことがどうのこうのではありません。

　13ページでございますが、ここの土木使用料の町営住宅の中で滞納繰越分というのが26万2,400円と、収入未済というのが書いてある、14件。これは、数字よりも、私は、どういう条件であれだけ住宅がありながら収入未済という形がとられているのかどうか。それと、どういうことでこういう結果が出たのかなということで、その状況だけちょっと知りたいということでございます。

　それから、次は、15ページの一番下に地域活性化・きめ細かな臨時交付金というので、金額が6,600万円。金額的にはかなり大きいんですが、これは特別な何か事例として出たのかどうか。余り今まで聞かなかった地域活性化・きめ細かな臨時交付金。あと内容はちょっとないんですけれども、これはどういうことで、今回これだけの交付があったのか、これはどういう形で町として活用できるのか、今後も見込めるのかどうか。臨時って書いてありますので、あるいは単年度なのかなと思いますけれども、その辺の交付の条件、今後についてどうあるのかということと、これはどういうふうな活用が町としてできるのかと。

　それから、次のページの17ページ、これは私の勉強不足かもしれませんけれども、総務費の補助金の中で一番下ですが、電源立地地域の対策交付金って書いてございます。約1,000万円です。この電源立地地域対策交付金というのは、どういう基準をもってこの町に交付されているのかどうか。一応これについてちょっと交付基準といいますか、こういったものをお聞きしたいと思います。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　地域整備課長。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　師岡委員のご質問にお答えします。

　まず、町営住宅の使用料の滞納繰越分とそれから収入未済分ということでございます。件数は14件ということで、26万2,400円ということでございますけれども、実質、世帯としては２世帯のみでございます。期間が半年ぐらい滞納しているということで、この２世帯につきましては、毎年２世帯、ほぼこの世帯が毎回繰り返しているような状況でございまして、収入については、住民課の総合収納と合わせながら住宅料を納入していただいているというようなことで、半年遅れぐらいにはいつもいただいている状況でございます。実際に、仕事がやはりうまくされていないというふうなお話も伺っておりますので、やはり不景気な関係で、仕事があればそこの仕事をして収入を得られるというようなことで、どうしても半年遅れぐらいでないと支払いがいただけないということで、それで納入していただいているというふうな状況でございます。

○11番（師岡　　智君）　毎年同じような繰り返しなんだね。

○地域整備課長（宮田　昭治君）　はい。

　それから電源立地につきましては、この交付金の基準につきましては、奥多摩の中に発電所がございます。ダム下に発電所が１カ所、それから、海沢に発電所が１カ所、ここで白丸ダムにも発電所が１カ所できまして、そのダムの発電量に基づいて、そのキロワットに基づいて算出されまして、国の方からの交付金ということで基準がございます。以上でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　私の方からは、地域活性化・きめ細かな臨時交付金について説明をさせていただきます。

　この事業は、平成22年３月に補正予算で計上させていただいたものでございます。国の緊急経済対策の第二次補正分ということで、内容的には雲仙橋の改良工事、それと大丹波、栃寄の道路の防護網ですね、これらを整備するということで繰越明許になってございます。よろしいでしょうか。

○11番（師岡　　智君）　これは、今後もこういうことってあるんですかね。臨時って書いてある。

○企画財政課長（加藤　一美君）　今のところ、国の方からさらに緊急的な補正予算を組むという具体的な話はございませんけれども、今、与党の党首選をやられている中では、１兆円、２兆円の、また緊急対策をするようだというような話は出ておりますけれども、行政間では具体的な話は今のところございません。

　それと電源立地の補足ですけれども、電源立地の交付金は、発電施設等が所在する市町村に交付をされます。基準ですけれども、出力が1,000キロワット以上、発電の電力量が500万キロワットＨ以上ということで、当町では多摩川の第１発電所、これは小河内ダムの下にありますけれども、堰堤にありますけれども、第１発電所。それと多摩川第２、これは海沢の東電の施設になります。それと多摩川第３、これは御岳に交通局の事務所と一緒に発電施設がありますけれども、青梅市分には確かに入っておりますけれども、そこに至る導水管が町内に走っているということで交付の対象になっております。それと、近年できました白丸のダムのミニ発電所、この４カ所が交付の基準となっております。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑はありませんか。14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、ページ数は13ページです。歳入の中で、海沢農園だというふうに思いますが、そこの600万円の収入が入っています。これは、要するに、ここの海沢地域の収入で、どのような決算がされてこういう数字が出てきたのかということです。要するに、最終的には採算ベースが取れているのかどうかということも含めてお願いをしたいと。

　それから、ページ数は27で山のふるさと村の数字が載せてあります。これも3,600万円と400万円というような数字を載せています。これは解決金と和解金を分けてありますが、どのような内訳か。既に報告もあったと思うんですが、数字上で細かい数字もありますのでご報告願いたいと。

　それから、この中で、この事件が起きて、その後、そこに働く職員の皆さんが臨時職員として町に編入されているというふうに、まだ継続されているんだというふうに思いますが、この点はいつまで、期限があるのか、ないのか。今の町の臨時職員という待遇ではなくて、山のふるさと村の職員に、作業員というんですか、そういうふうにされるのか、その見通し等はあるのか、ないのか教えていただきたいと。

　それから、28ページの最後の方に臨時財政対策債が載せられております。大きな数字ですが、これはもちろん国の対策ということで出たというふうに思うんですが、これの返済的なあれはどのような、それから政府の方で一定の規制というか、何々に使えというような何かそういう内訳があるのかどうか、その点も教えていただきたい。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　島崎委員のご質問にお答えいたします。

　海沢の体験農園の滞在型農園使用料600万円、それと日帰り型農園の使用料20万円、この関係の、特に600万円の部分だと思いますけれども、この内容につきましては既にご存知かと思いますけれども、海沢の体験農園にございますラウベの使用料が月に５万円ですので、１棟年間60万円、それが10棟ありますので600万円の使用料という形になります。

この600万円と日帰り型農園の20万円、620万円が安定した収入という形になるんですが、これを海沢の体験農園の支出の部分、いわゆる運営費の方に使っていると。当然、それにプラス町からも持ち出しがございますけれども、昨年度の実績で申し上げますと1,200万円ほどの歳出があると。ただ、このうちに臨時的な支出というんですか、工事費が270万円ございますので、通常ですと900万円ぐらいの運営費がかかっているということですので、それから620万円引きますと300万円程度が町からの繰り出しになっているということでございますので、海沢の地域で行っている運営委員会等に入っているお金ではないということでございます。以上でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　それでは、私の方からは、山ふる裁判の内訳と臨時財政対策債について説明をさせていただきます。

　まず、27ページの下段ですけれども、山のふるさと村にかかる和解金3,600万円の内訳につきましては、原島年郎氏遺族が2,000万円、河村良知氏が1,600万円でございます。

　その下の山のふるさと村に関する解決金418万7,400円の内訳につきましては、奥多摩湖愛護会が350万円、村木征一氏が68万7,400円でございます。

それと、委員から山ふるで働く職員の身分についてどうなのかというふうに聞かれましたけれども、この山ふる事件を通じまして、山ふるの施設そのものが町の所有ではございません。東京都から指定管理を受ける施設でございまして、諸所の条件を整備してそれに合格しないと指定管理の資格がございません。そんなことから、一連の事件を通じまして山ふるで働く職員につきましては、町の直営方式の現在の形で今後も継続をしていきたいというふうに考えております。

それと、臨時財政対策債につきましては、これは以前にも議会でご説明させてもらっていますけれども、地方交付税が国の財源が足らずに、みなし交付税という形でこの臨時財政対策債はいただいております。本来は、国の財政が十分にあれば、この臨時財政対策債を組まずに、この分を当初予算で地方交付税として一括交付されるべきものでありますけれども、今言った事情で国の財政が逼迫しておりますので、町でこの額を一時的に借りてくれということで、この借りた額の100％が後年度、次の年度以降に分割交付されるものであります。償還年数は20年間になります。地方交付税の算入も20年間になります。仕組みとしましては、償還が始まる年に１回目の地方交付税の中に算入がありまして、それを原資にして、その年の臨時財政対策債を返済しなさいよということで、そういう市町村に財政負担を与えない形で交付を受けております。過疎債の場合には12年償還、辺地債の場合には10年償還ですが、同じく翌年度以降に地方交付税算入される年限は償還年数と一致しております。

それと、今後の臨時財政対策債の動向ですけれども、今、非常に国の財政も厳しいという状況の中にあって、まだ来年度以降の地方交付税並びにこの臨時財政対策債につきましては、今のところ、よく見えていないという状況にありますので、今後も十分に歳入の根幹を成すものでございますので、注視をしていきたいというふうに考えております。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑はありませんか。１番師岡委員お願いします。

○１番（師岡　伸公君）　先ほど副町長から財政指標のところについての全体的なご説明をちょうだいしましたが、この歳入のところでのご質問でもよろしいでしょうか。

○委員長（須崎　　眞君）　はい。

○１番（師岡　伸公君）　全体的な指標が良化しているというご説明だったというふうに私は理解するんですけれども、やはりこういう数字っていうのは、ある時期に来ると、地方紙などに各市町村の数字が羅列されていて、やはりいろんな比較対象になっていくのかなというふうに思いますけれども、私たちは行財政をチェックする義務は当然ありますけれども、やはり市民、町民の方とこういう数字、それから実際に町がどういうふうな形でやっているかということを説明する義務も併せ持っているのではないかというふうに考えます。そうしますと、先日の報告でも説明をいただきましたけれども、そういういろんな比率についての中身について、私もちょっと不勉強ですのでここをもう少し詳しくご説明をいただければというふうに思います。

　実質赤字比率のところですけれども、先日の加藤課長の説明のとおり、大体３％前後であるというふうな、ここ数年、多分１から４ぐらいを行き来か、上がってるか下がっているかわかりませんけれども、そういう推移だというふうに私は理解しています。それから、連結についても13から15ぐらいの間を行ったり来たりしているのか、それとも良化なのか悪化なのか、この数字については私は詳しくわかりませんが、そういうふうな推移があると思うんですけれども、先ほど副町長から下水道の、やはり動向を見ながらこれからの財政運営をというご説明がありました。特に連結についてはその辺の部分がかかってくるのかなというふうに思いますので、どうしてもバーは基準以下だからというふうな形で、我々も一時的には安心かなというふうには考えるんですが、今までの、今日現在までの流れからして、この基準以下の数字がどういうふうな形で良化しているのか、また、先ほど申し上げました下水道の関係で、今後どこまでこの基準内の数字を維持して今後やっていくかと、その辺の２点について、ちょっとご説明をいただければありがたいと思います。○委員長（須崎　　眞君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　師岡伸公委員のご質問にお答えします。

　既に、先般の報告の中で４指標の内容につきましては説明をさせていただきましたので割愛をさせていただきます。

　まず、それぞれいろんな財政指標がございますけれども、すべて指標は連動しております。ですから、一つよくなって、一つが悪くなるということはありません。一つがよくなれば、すべてが連動していますのでよくなるということで、指標については見ていただきたいと思います。

今の町の財政状況につきましては、国都に64％、決算ベースで依存をしておりますけれども、中身につきましては、近年になく安定した財政運営ができております。特に18％がボーダーといわれております実質公債比率は15.7まで、３カ年平均で下がってきておりますし、これに連動してもう一つ重要な数値であります経常収支比率、これが79.6ということで、70％台の経常収支比率は三多摩の市町村の中でもわずかであります。ほとんどが83から85％ということで、79.6まで経常収支比率が下がってきたというのは、非常に現時点では財政的に弾力性を持ってきたなということであります。

それと下水道との関係ですけれども、下水道につきましては、平成18年度から平成27年度までの10カ年で、流域下水道の負担金を含めて総額で86億3,800万円の事業費を予定しております。この中で借入れですけれども、下水道債を18億2,020万円、過疎債を18億2,120万円、合計36億4,140万円を今後借り入れていく予定でございます。

この下水道債は、いつ返し切るのかということでありますけれども、下水道債は平成57年までにすべて下水道債と過疎債は返し切ります。下水道債が償還のピークを迎えるのが平成31年度、この時がピークで２億8,160万円となりますけれども、一般会計に起債が占めたピークの年から比べても１億円ぐらい下がりますので、我々財政サイドの見立てでは、下水道が町の財政状況を圧迫するということはないというふうに考えてございます。

しかしながら、財政力指数がコンマ43、さらに国都の交付金や補助金が64％という状況の中で、決して安定した財政運営が今後できるのかという部分につきましては、国都の財政状況が大きく影響してまいりますので、今後も十分にそのあたりを注視しながら財政運営に努めてまいりたいというふうに考えております。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑はありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（須崎　　眞君）　質疑なしと認めます。以上で、認定第１号の歳入の質疑を終結します。

　お諮りします。会議の途中でありますが、ここで休憩したいと思いますが、ご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（須崎　　眞君）　ご異議なしと認めます。よって、午後１時から再開といたします。

午前11時58分　休憩

午後 1時00分　再開

○委員長（須崎　　眞君）　休憩前に引き続き会議を開きます。

　歳出についての質疑を行います。

　歳出は、款別に幾つかに区切って行います。はじめに、款の１議会費、款の２総務費について質疑を行います。質疑ありませんか。１番師岡委員。

○１番（師岡　伸公君）　35ページをお願いいたします。一番上段の負担金・補助及び交付金の中に、全国水源の里連絡協議会負担金１万円とございます。１万円でどういう内容なのかなということなんですが、全国にこの水源の里連絡協議会に入っている市町村、実際どのくらいあるのかなということが一つです。

　それから、この予算の中でどれだけの情報が我が町に来ているのかということ。

　それから、今後、こういう会にかかわらなきゃそれに越したことはないと思いますが、どういうスタンスで町がこういうところとの連絡を考えているのかなという、ちょっとすみません、つまらない質問で。恐れ入ります、よろしくお願いします。

　それからもう一つ、中段の企画事業費に長期総合計画の委託料というふうな形で委託料が載っていますが、委託料全体の考え方ということで、町は、市町村総合交付金等でいろんな形の努力割で交付金を受けているというふうな内容、職員体制の問題、町の行財政の問題を、努力している結果でそういうふうな数字になっていると。まあ、そこは理解するんですけれども、この委託料とそういうふうな、もとより委託せざるを得ないものと、それから庁内でいろんな形でやっていくものと、その総合交付金なんかとのバランスの考え方で委託料を予算編成する上で、今後どういうふうに考えていくかということをちょっとご質問したいと思います。

　以上、２点です。

○委員長（須崎　　眞君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　師岡伸公委員からのご質問が２点ほどありましたので、お答えいたします。

　まず、全国水源の里連絡協議会ですけれども、166の市町村が加盟しております。これは、いわゆる過疎、限界集落といわれる過疎地域を抱える全国市町村が加盟をしておりまして、年１回地方で総会が開かれますけれども、その場所が余りにも当町の場合には遠くて、旅費等も予算化していませんものですから、総会の資料が送られてきまして、定期的な印刷物が３カ月に１度ぐらい来まして、そういった加盟市町村の状況とか風景とかそういったものを刊行紙で配られております。

　その次に長計の部分で委託費の考え方ですけれども、確かに、こういった計画書というのは時間がかかっても職員でやるべきという部分も考えておりますけれども、今、時代が非常に急速に進んでおりまして、時代の潮流というんですか、変遷というもので、いろんな情報が必要になってまいります。そんなことから、全国的に見て、こういった情報不足で新たな自治体をつくっていく上で遅れては何もなりませんので、そういったいろんな資料提供をいただきながら委託を進めておりますので、ここら辺につきましては、企画財政課ばかりではなくて、その他の課でも委託費を計上しておりますけれども、そのような観点から直近の真新しい情報を取り入れながら各種計画を策定しておりますので、ご理解をいただきたいと思います。

　また、総合交付金の中の努力割につきましては、この辺につきましても、十分財政部局で委託費についても行政部の財政係とヒヤリングを通じながら行っておりますので、含めてご理解をいただきたいと存じます。

○委員長（須崎　　眞君）　ほかに質疑はありませんか。８番鈴木委員。

○８番（鈴木　賢一君）　36ページ、身近なまちづくり事業の件数、それから不用額は幾らでもないんですけれども、その年にできるだけ使えるように、今年やっていますけれども、この秋、また計画を立てると思うんですけれども、去年は何件ぐらいで、どのくらいの事業があったかちょっと教えてもらいたいんです。

○委員長（須崎　　眞君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　鈴木委員のご質問にお答えします。

　身近なまちづくり事業につきましては、４件ございました。１点目が奥多摩カヌーセンター、これは氷川渓谷のカヌー体験でございます。２点目が奥多摩郷土料理本づくり、３点目が奥多摩アートクラフトフェスティバル、４点目が奥多摩湖川野地区活性化事業でございます。残額につきましては、その時々で検討推進委員会の中で委員さんに検討いただきまして、時期的なものとか残額によって、２次募集をするかどうかは、その都度決めてございます。

　この身近なまちづくり事業につきましては、今年度が３カ年の試験的事業の２回目の最終年度ということで、今、住民で組織をいただいている推進委員会の中で、来年度以降どうするか、検討をしているところでございます。

○委員長（須崎　　眞君）　ほかに質疑ありませんか。８番鈴木委員。

○８番（鈴木　賢一君〕　関連で。こういう事業というのは、町民が自主的に物事を考え、参加してくるものなので、今後も続けていただきたいと思いますので、よろしくお願いします。

○委員長（須崎　　眞君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　参考とさせていただきます。

○委員長（須崎　　眞君）　14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、31ページ。31ページの一番上から２段目ですか、臨時職員賃金というのがございます。658万5,000円という数字ですが、今、臨時職員、この年度、現状でも何人ぐらい職員がおられるのか。それで、賃金体系、体系というか、今、時給幾らで、職場によって違うのかもしれませんが、細かくはいいですけれども、賃金の問題がどうかと。

　もう一つは39ページにも出てきますが、臨時職員130万円ぐらいが出ていますね。この点も、定額給付金給付事業費という中身ですが、これはどのような作業というか、どのようなあれで出ているのかと。不用額が大きく出ておりますが、数字的にはよくわかりにくいという関係もありまして質問いたしました。以上。

○委員長（須崎　　眞君）　総務課長。

○総務課長（原島　　肇君）　ただいまの島崎委員の質問にお答えいたします。

　臨時職員の人数については若干調べさせてください。申しわけありません。年度当初の数字はちょっとつかんでおりませんので、後ほどお答えしたいと思います。

　賃金の金額については、おおむね３段階ほどになっておりまして、これは最初に勤めた時の金額と、それから慣れてきた場合の金額、それから上位の金額というふうに中で分かれております。こちらについても毎年、法定に従って若干金額の方は上げておりますので、合わせてお答えしたいと思います。よろしくお願いします。

○委員長（須崎　　眞君）　住民課長。

○住民課長（浜野　武雄君）　39ページの賃金について、私の方から説明させていただきます。

不用額が130万円ということで出ておるんですが、当初、定額給付金事業については平成20年度の事業でありまして、平成21年度繰越明許させていただいたんですが、当初どのくらい事務量があるかという把握を私どもでできなかったということで、臨時職員さんにお願いする部分が多いんじゃないかということで、かなり大きく取らせていただいたんですが、今年度に入りましたら、そんなに人を使わなくてもできるということで、不用額が大きく出たということでございます。

　賃金については、役場の賃金表でお出ししているということでございます。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　総務課長。

○総務課長（原島　肇君）　大変失礼いたしました。金額の方だけは、平成21年４月１日からの分で、一番下の金額で日給になります、6,200円。それから真ん中の賃金が6,500円、最高額が6,800円となっております。人数については改めてご報告させていただきます。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（須崎　　眞君）　質疑なしと認めます。以上で、款の１議会費、款の２総務費の質疑を終結します。

　次に、款の３民生費、款の４衛生費について質疑を行います。１番師岡委員。

○１番（師岡　伸公君）　51ページ、お願いいたします。

　一番上段ですが、シルバー人材センター運営費補助金というふうにございます。シルバー人材センターの活動については、会報で我々はいろんな情報を得ているわけですけれども、非常に身近なことを適切に処理してやっていただいていますので、もちろん町内の企業に頼めるところは頼む、またシルバーに頼めるところはシルバーに頼むというような選択肢が我々あろうかと思いますけれども、やはり町外に頼むんだったら適切な値段でやっていただけるシルバー人材センターというのは、私、非常にありがたい存在だなと感じているんですけれども、会報以外の町民に対する広報活動というのは、ほかにはどんな形がありますでしょうか、ちょっとお聞きしたいと思います。

○委員長（須崎　　眞君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　１番師岡伸公委員のご質問にお答えいたします。

　私どももシルバー人材センターについては、人材センターの方の会報紙を定期的に発行していただいて、それに基づいて状況を知っているということで、あとは一般的には広報活動等は特になかろうと思っております。以上でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑にありませんか。14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは、福祉関係の方で、非常に繰越明許と不用額が非常に多いという数字があると思うんですが、主な大きな金額で教えていただきたいということです。以上。

○委員長（須崎　　眞君）　福祉保健課長。

○福祉保健課長（若菜　伸一君）　14番島崎委員の繰越金等の増についてのお話にお答えをいたしたいと思います。

　福祉関係の補助事業につきましては、包括補助事業ということで、年度当初に各事業ではなくて一括して事業の一括申請をいたします。その事業の成果に基づいて精算を翌年度に行うものでございます。すなわち、実績によりまして残が出た場合は返還という形で、翌年度に前年度分を返すという仕組みになっておりますので、このような差が生じるということでございます。以上です。

○委員長（須崎　　眞君）　質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（須崎　　眞君）　質疑なしと認めます。以上で、款の３民生費、款の４衛生費の質疑を終結します。

　次に、款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費について質疑を行います。

　１番師岡委員。

○１番（師岡　伸公君）　85ページをお願いいたします。

　商工振興費の中で青梅商工会議所開設分担金というふうにございます。予算書には開設の言葉がなく、単なる分担金であったかなと思いますが、今回、決算のところで開設というふうになっていますので、当町とのかかわりの中でそういうふうな展開がなされたのかどうかというところをちょっとご質問させてください。

　それからもう１点、次のページの86ページ、大多摩観光事業費ですが、ここの分担金の考え方なんですけれども、他の市町村とどういうふうな形で分担をしているのか。例えば一律だとか、人口比だとか、産業別比だとか、そういう算定基準というものがございましたら教えていただきたいと思います。

　以上、２点でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、師岡委員のご質問にお答えしたいと思います。

　まず、青梅商工会議所の開設分担金の関係でございますが、これは、うちの方の観光商工係のところに、週２日でございますが、青梅商工会議所の職員の方に来ていただきまして、町内の商店また中小企業をご指導いただいております。その部分について、商工会議所の職員の方を派遣していただいていますので、その２日分を、日数割、時間割とかいろいろあるんですけれども、それに基づいてその部分を負担金という形でお支払いしているという分でございます。

　それと、大多摩観光連盟の分担金の内容ですが、これは、大多摩観光連盟は西多摩の８市町村と丹波、小菅の10市町村で構成されておりますが、人口割と基本割っていうんですかね、そういう部分で各分担金を算出しております。以上でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　ほかに質疑ありますか。14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　それでは89ページ、観光開発費の中で第三セクター、奥多摩総合開発に１億6,100万円ですか、出資をしております。この件で、この数字が云々ではないんですが、多額の資金が出されている、使われていると。で、会社側の、町長、副町長も役員でありますが、今後の３年間なり５年間の経営を改善していく、これだけの出資がされているわけですから、奥多摩工業からも4,000万円ですか、出されて、両方で約２億円の出資がされたわけですから、その今後の毎年毎年の、例えば事業計画なり、会社を膨らませていくというか、拡大していくというような計画書的なものは出されないのかどうか。これは議会にも、この議会が終わった後に説明会もありますが、説明会の中にもこれらの資料なりは出されていないようであります。そういう意味で、これはもう出さないのか、計画そのものはないのか、この辺をご回答いただきたいというふうに思います。

○委員長（須崎　　眞君）　企画財政課長。

○企画財政課長（加藤　一美君）　第三セクターの件でございますけれども、我々は、当然にこの１億6,000万円の増資をする際に経営改善計画を出してくれということで、出していただいております。内容につきましては、いわゆる改めて経営をしている施設につきましては、さらなる努力をして、また賃金等の抑制も含めながら事務事業改善をしていくという内容でございます。

　また、17日の議会の終了後に、毎年、第三セクターの会社説明会がございますけれども、その際にも歳入歳出の状況を含めながら会社側から応分の説明があるというふうに聞いておりますので、その点でご理解をいただきたいと存じます。

○委員長（須崎　　眞君）　14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　今、答弁だと、何かもう改善計画はつくられて出されていると、行政の方にはね。だけど、我々議員には示されないんでしょうか。先ほども答弁にありましたが、説明があるからそれを聞いて理解してほしい的な声でしたけどね。私は、この３カ年か５カ年かわかりませんが、きちっと我々にも示すべきではないかというふうに思いますが、その点はどのように考えていますか。

○委員長（須崎　　眞君）　副町長。

○副町長（村木　義雄君）　それでは、セクターの増資について再質問がありましたので、答弁をさせていただきたいと思います。

　先ほど企画財政課長が申し上げたとおり、財務改善計画に沿ってこの増資を決定したということでございますが、この増資につきましては、平成21年12月の議会の冒頭、町長から細かい説明をさせていただきました。そういう経過をもとに増資をさせていただいたということでございます。

　また、毎年この９月議会が終わった段階で会社説明会をさせていただいているということで、その中で議員皆様からいろいろご質疑をいただき、ご答弁を差し上げているという状況でございますので、よろしくお願い申し上げます。

○委員長（須崎　　眞君）　14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　私の質問に答えていないと思うんですね。ここに総合開発が出された、皆さんもいただいたんですが、そこの中には、この改善計画というのは、普通なら３年間とか５年目がけてこういう計画で、あそこの会社を守り立てますという趣旨が載ってくるべきだと思うんです。しかし、それが載っていないんですよ、そういうものが。今、計画書は出ていますと、町の方にね。それが我々議会にそのものを示されないのかというふうに私は質問しているんです。秘密事項じゃないというふうに思うんですね。副町長が言われるように、説明会の時に質疑の中でお答え願えばいいじゃないかっていうことではないと思うんですね。住民の血税が使われているわけですから、秘密事項ではないというふうに思うんです。そういう意味で、改善計画は我々に示されないのかと。例えば３年なり、５年なり、毎年毎年のこれはあると思うんですが、年次計画は。やはりそれは出すのが当然ではないでしょうか。

○委員長（須崎　　眞君）　河村町長。

○町長（河村　文夫君）　改善計画あるいは内容等については、議会に提案した時にご質問いただき、それで答弁をしております。したがって、最終的には議会の議決をもって私は執行したというふうに考えております。決算の中で今の議論をどうのこうの言うわけではありませんけれども、きちっと前段で予算の中で議論をしてきちっと決めたわけですから、私は、その部分に関して説明をしていないということではないんじゃないかなというふうに思います。

　特に、今回の増資については、何回もお話しておりますけれども、資本金が債務超過に至っているので、まず、その債務超過を解消していきたいと。十数年来、セクターそのものは若干でございますけれども、黒字でやっております。黒字で、実際には銀行の短期あるいは長期の借入れをして、それがショートしないような関係で来ていると。しかしながら債務超過がされていないので、まずその債務超過を解消すると同時に短期債務、特に短期債務についての金利の負担を下げていきたい。そのことによって、今後５年ないし10年の後にさらに収支の改善を図って、出資金の債務超過と同時にこれからある債務の黒字化を図って万全なものにしていきたいと。

　特にいろんなお話がございました。町税を１億円も使うのはどうだというお話もありましたけれども、その時もお話し申し上げましたけれども、今現在、約80名からの職員を抱え、町の中のそれだけの人数を抱えながらやっている会社というのはそれほど多くはないわけでございますから、そういう点でもそのことも含めて、収支の改善と、それから経営の改善を図って万全なものにしていきたいということで、平成21年度で議決をもらって執行してきたという内容でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　14番島崎委員。

○14番（島崎　利雄君）　町長、そういう説明は確かに以前からされているわけですから、そのことについて私はどうこうではないんです。ただ、これからの会社が今後運営していく上で、この３カ年か、私わかりませんが、５カ年計画的な計画書ができているっていうんですから、改善計画が。それが我々議会に示せないのかということなんです。だから、それが悪質だとか何とかじゃなくて、やはりきちっとこれだけの多額の金が出資されているわけですから、基本的には議会にも、住民にも本来知らせるべきだと思うんです。こういう結果で、こういう計画を立てて、この会社のために、また町のために、今、町長も言われたように職員が約70人ですか、働いているということもさまざまなこともあるわけですから、そういう意味では私は、なぜ計画書があって、改善計画があるにもかかわらず、それが示されないこと自身がおかしいというふうに私は思うから再度質問しているんです。出せないなら、何で出せないのか、その辺をはっきりさせてください。

○委員長（須崎　　眞君）　河村町長。

○町長（河村　文夫君）　私は、今、いろんな意味でお話をしてご理解をいただいたというふうに思っておりますけれども、何か決算になって予算の審議と同じような議論を何でここでしなければいけないのかということに疑問を感じています。それは、改善計画を出す出さないじゃなくて、私自身が改善計画についてのお話をきちんと申し上げています。で、最終的には、これは会社の経営者がどうやっていくかということでございますから、もし、いろんなご不満の点、お聞きしたい点があったら会社の説明会で十分にご議論をし、あるいは質問していただければありがたいというふうに思っています。

○14番（島崎　利雄君）　出せないということですね、じゃあ。

○町長（河村　文夫君）　出せるとか、出せないじゃないんです。

○委員長（須崎　　眞君）　ほかに質疑ありませんか。13番小林委員。

○13番（小林　　勤君）　ごく簡単な話になるかと思いますけれども、この事務報告書の252ページ、253ページあたりに、綿羊のいつものとおり報告がありますね。飼育農家の数とか、イノシシ、そしてまた養鹿施設をつくって、今まさにシカの肉の拡大利用を図ろうという形もここら辺に出ております。

これを見まして、いつも峰谷の釣り場にラム肉焼肉の施設もつくりましたけれど、どういうふうな活用を今されているのかな、それから、お客の出入りはどうなのかな、売り上げはどうなのかな、大変心配をしております。これを見ますと、平成21年度は屠殺頭数がゼロというふうに、イノシシも当然なっております。それから、またイノシシもそうですけれども、シカについても獣害対策で大変たくさんとれているという報告もありますし、けれど、なかなかこの養鹿施設までというか加工施設までは持っていけないという部分も聞いておりますけれど、この辺の話を、まとめてで結構ですから、状況をお話をいただきたいと思います。

○委員長（須崎　　眞君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　それでは、小林委員のご質問にお答えします。

　まず、綿羊の関係、ラム肉の利用関係でございますが、現在、綿羊の養育農家につきましては２軒ということで、実際には現在７頭飼育しているということで、これについては種付け用の羊ということで、実際に屠殺して肉の供給は行っていないという状況でございます。

　以前、峰谷の釣り場の食堂でラム肉等の提供を行っていたんですが、やはり需要と供給の関係もございますし、峰谷釣り場の経営の関係で、どうしても食堂部分が人件費等で全体的な内容を圧迫しているというようなこともありますので、現在は、昨年から峰谷の釣り場の食堂につきましては、土日、祝日の営業で、平日については営業していないと。それによって経営の健全化を図っているというような状況でございます。

　なお、ラム肉等についても、予約等で提供を行っているというようなことを聞いておりますが、実際に、その肉については峰谷の肉ではないということでございます。

　それとシカ肉の状況でございますが、事務報告書に書いてありますように、昨年も264頭はとれていますが、毎年ご説明していますように、とれている大半が山の奥の方等でございますので、なかなか肉として施設の方に搬入ができないというようなこともございまして、結果的には、昨年37頭で、104.7キロしか処理施設の方には入っていないというような状況になっております。特にシカの駆除につきましては、年間４月から３月まで行っていますが、今年の状況でいいますと、７月から今月もう少し経つまで、お彼岸ぐらいになると思うんですけれども、その間の２カ月ちょっとについては、捕獲してもその肉は使えないというような状況でございますので、実際には４月から６月いっぱい、それと９月、本当に下旬から３月というような状況でございます。

ただ、猟友会も、うちの方も、近くでつかまえる方法として、以前もお話しましたが、くくりわなによって人家近くでも捕獲できないかというような試みを行っております。現実に、この37頭のうちの２頭は、そのくくりわなによって獲ったものでございます。この２頭につきましては、通常、銃で捕獲した肉よりはやはり使える部分が多いというようなこともお伺いしています。いずれにしましても、最近、シカが分散しておりますので、今後もいろんな形を研究しながら捕獲頭数を、また加工施設の方に搬入できる頭数を増やしていきたいとは考えております。以上でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　ほかに質疑はありませんか。８番　鈴木委員。

○８番（鈴木　賢一君）　ページ数、81ページです。森林再生のことなんですが、今、この実施率なんかを見ますと57.9％、大分低いんですね。話なんかを聞きますというと、何か保全林だの保安林だの、また森林組合だとか経済だとかといういろんな絡みでもってできないというような話もちょっと伺います。その辺のところで、今現在、手をかけておかないと、本当に売る時になったらもうたたかれて、今は森林組合なんかで委託で切っても、ほとんど値がつかないというような話をされています。山の木をそのまんまにしておくんじゃなくて、やっぱりもっと組織の簡素化というんですか、法の簡素化っていうか、例えば東京都でも経済だの建設だのっていろんなところに分かれているようで、その辺のところ、もっと簡素化しながら森林再生の道を開いてもらいたいと思うんですね。

　確かに、今、花粉症対策なんかでは90％、99％ですか、実施率なんですけれども、森林再生、間伐の方の実施率をもっと上げていただきたいと思うんですが、よろしくお願いします。

○委員長（須崎　　眞君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　鈴木委員のご質問にお答えします。

　森林再生事業の執行率の関係でございますが、確かに、今、委員のご質問の中にありましたように、森林につきましては、この再生事業で行っている部分と、経済的な森林計画に基づく部分とに分けられます。特に森林計画に基づくものにつきましては、施業計画の部分ですが、ここの部分が出てきた場合には、今後５年間ぐらいに計画がなければ森林再生で行っているというような状況はご理解いただきたいと思います。

　いずれにしましても、行っている局がどうしても環境局と、森林関係ですと産業労働局という形になりますので、法律的なことは、これは町の方で云々ということは言えませんが、現実的に、現在、森林再生につきましてですが、執行率は低くなっているのは現実でございます。平成21年度で57.92という形でございますが、これにつきましては、先般、花粉症の関係でもお答えしましたが、契約面積に至るか、もしくは契約金額に至ると、これは100％いかなくても執行できなくなってしまうということは森林再生でも変わりません。

ただ、森林再生の場合、現実にまだまだ余裕はありますが、再生事務局の方も、実際には年間、昨年度の実績ですと、折衝は247件行っております。247件行って、契約に至ったのが56件というような形で、結果的に197.32ヘクタールというような形になってしまっております。これは、前々から申していますように、どうしても最近の状況ですと、１契約件数あたりの面積がどうしても低いというようなことがありますので、どうしても件数がいっても総体面積は伸びないというような状況になっております。この状況があと４年間は続くのではないかと思っています。

　というのは、あと４年後、平成26年からは、この森林再生の後半というか、13年後の森林再生が始まってきますので、いわゆる初年度契約した件数の方にまた戻っていくというようなこともありますので、あと４年間、とにかく事務局を中心に契約件数、折衝件数を伸ばして、１ヘクタールでも多く執行していきたいと考えております。

　ただ、ここで事務局の方も本当に細かい部分は0.0幾つというヘクタール数、それとまた企業で持っている部分を小まめに調べまして、１ヘクタールでも多くというようなことを頑張っておりますので、ご理解いただきたいと思います。以上でございます。

○委員長（須崎　　眞君）　８番鈴木委員。

○８番（鈴木　賢一君）　国道、都道、車で走っていても、ああ、こんな所、もう少し間伐してもらいたいなとか、そういう近い所で結構場所があるんですね。そのような近いところの小さいところをまとめて、何箇所かまとめながら、町歩数っていうんですか、増やしていくように。また、観光客なんかが見ても「ああ、きれいだな」と言われるような登山道ないしは林道、また都道、国道あたりの所を重点的にやっていただければなと思っておりますけれど。

○委員長（須崎　　眞君）　観光産業課長。

○観光産業課長（加藤　博士君）　私も、車で運転しながら見ていますと、やはりどうしても気になる部分が多いんですが、所有者の方のご理解というのが第一でございます。特に、今、鈴木委員が申されたような道路沿い、国道、都道沿いというのは、逆にいいますと木を切って売った場合に出しやすい部分というようなことですので、森林再生で行いますと25年間のどうしても制約というのがついてしまいますので、なかなかそこいらをご理解いただけないという部分もございます。ただ、そういう部分も１件１件小まめに丁寧に説明しながら実施できるように頑張っていきたいと思いますので、よろしくお願いします。

○委員長（須崎　　眞君）　ほかに質疑ありませんか。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（須崎　　眞君）　質疑なしと認めます。以上で款の６農林水産業費、款の７商工費、款の８土木費の質疑を終結します。

　お諮りします。本日の審査はこれまでとし、この続きは明後日９月15日に行いたいと思いますが、これにご異議ありませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○委員長（須崎　　眞君）　異議なしと認めます。それでは、この続きは９月15日に行います。

　本日はこれにて散会します。大変ご苦労さまでした。

午後１時50分　散会
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